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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、第４期中間連結会計期間が半期報告書の提出初年度であるため、それ以前については記載しており

ません。 

３ 平成17年６月30日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

４ 純資産額の算定にあたり、第４期中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業

会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) ─ 9,930,041 9,595,153 19,462,363 19,635,991

経常利益 (千円) ─ 325,454 332,845 593,031 642,587

中間(当期)純利益 (千円) ─ 200,214 196,652 363,031 367,827

純資産額 (千円) ─ 3,310,675 3,479,422 3,158,961 3,342,200

総資産額 (千円) ─ 7,589,810 7,498,383 7,343,646 7,758,759

１株当たり純資産額 (円) ─ 212,164.57 229,630.26 202,442.01 220,719.78

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ─ 12,830.77 12,982.87 27,732.31 23,614.75

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ─ 12,521.84 12,762.90 26,880.33 23,065.26

自己資本比率 (％) ─ 43.6 46.4 43.0 43.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ─ 251,569 127,404 579,943 559,220

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ─ △186,634 △124,256 △40,592 △452,929

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ─ △275,532 △61,319 439,859 △492,725

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ─ 1,601,566 1,367,557 1,812,163 1,425,729

従業員数
[外、平均臨時雇用者数]

(名)
─
[─]

170
[659]

166
[744]

161
[691]

168
[733]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、第４期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であるため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

３ 平成17年６月30日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

４ 第３期における１株当たり配当額は、2,000円の普通配当に加え、500円の東京証券取引所市場第二部上場記

念配当を伴うものであります。 

５ 純資産額の算定にあたり、第４期中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

営業収益 (千円) ─ 207,943 248,447 318,360 367,123

経常利益 (千円) ─ 67,737 88,957 104,065 85,338

中間(当期)純利益 (千円) ─ 59,708 79,703 78,560 66,963

資本金 (千円) ─ 759,755 759,755 759,755 759,755

発行済株式総数 (株) ─ 15,605.92 15,605.92 15,605.92 15,605.92

純資産額 (千円) ─ 2,457,981 2,356,837 2,437,283 2,333,016

総資産額 (千円) ─ 2,500,275 2,405,215 2,503,657 2,389,513

１株当たり純資産額 (円) ─ 157,519.71 155,543.45 156,193.28 154,072.97

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ─ 3,826.43 5,262.00 6,001.31 4,299.07

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ─ 3,734.30 5,172.84 5,816.94 4,199.03

１株当たり配当額 (円) ─ ─ ─ 2,500 3,500

自己資本比率 (％) ─ 98.3 98.0 97.3 97.6

従業員数 (名) ─ 6 5 6 6



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

事業の種類別セグメントを記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと以下のとおりであり

ます。 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。なお、従業員数欄の［外書］は臨時従業員の当中間連結会計期間におけ

る平均雇用人員であります。 

２ 当社の企業集団は、部門ごとの経営組織体系を有しておらず、同一の従業員が複数の部門に従事しておりま

す。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

  

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  

事業部門の名称 従業員数(名)

カット野菜部門

130
[727]

ホール野菜部門

その他部門

管理部門
36

[17]

合計
166

[744]

従業員数(名) 5



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

外食産業におきまして、稼ぎ時の７月に台風の影響や天候の不順等もあり、来店客数が伸びませんで

したが、８月の猛暑と９月の残暑の影響により、来店客数が増加し、前年同月比率は上昇しておりま

す。全般ではファーストフード店が好調を維持しています。ファミリーレストランは今年１月以来、既

存店が前年比を上回りました。 

 青果物業界では、今年度上半期の全国主要青果卸取扱高は野菜が94％、果実が98％と前年を割り込

み、合計では95％となりました。生産者側は園芸作物について供給面において減少を問題とするにいた

ってはおりませんが、消費側では、外食・中食など業務需要が主体となっています。 

 また、厚生労働省の調査から、基準超え残留農薬が６月にピーマン、８月に中国産ネギで見つかり、

ショウガでは使用禁止の殺虫剤が８月までに約30件も検出されました。これを受けて、国内産の野菜が

一部需要が高まり、特に国産ネギは過去５年に比べ最高値となりました。 

 当社グループにおきましては、夏場の外食産業の盛況が追い風になったものの売上額は前年同期に比

べ、減少いたしました。これは昨年の相場高騰に比べ、相対的に下がっていることなどが影響していま

すが、営業利益率は前年同期よりも上昇しております。 

  

＜部門別の業績説明＞ 

・カット野菜部門につきましては、当社顧客であるファーストフードが好調であることや、兵庫工場

が稼動したことが貢献いたしました。しかし、中国野菜の残留問題で国内産の野菜の一部に影響があ

り、特に長ネギの高騰により製造原価は上昇致しました。この結果、売上高は3,063百万円（前年同

期比3.9％増）となりました。 

・ホール野菜部門につきましては、昨年は天候不順による野菜高騰の影響で売上高増となりました

が、今年は相対的に売上が減少いたしました。この結果、売上高は5,137百万円（前年同期比4.4％

減）となりました。 

・その他部門につきましては委託先の売上の減少が続き、1,393百万円（前年同期比13.2％減）とな

りました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は1,367百万円となり、前連結会計年度末に比べ

58百万円減少しました。当中間連結会計期間のキャッシュ・フローの内容は概ね次のとおりでありま

す。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益337百万円、減価償却費83百万円が

主要な収入であります。また、法人税等の支払額168百万円、仕入債務の減少額80百万円が主要な支出

であります。以上の結果、127百万円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻しによる収入313百万円が主要な収入であり

ます。また、有形固定資産の取得による支出309百万円、定期預金の預入による支出104百万円が主要な

支出であります。以上の結果、124百万円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入340百万円が主要な収入であります。

また、短期借入金の純減少額180百万円、長期借入金の返済による支出159百万円、配当金の支払額52百

万円が主要な支出であります。以上の結果、61百万円の支出となりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、出荷日の前日ないし前々日に受注をすることが多く、受注

から売上計上までの期間が極めて短いことから受注規模を金額で示すことはしておりません。 

  

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門の名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

カット野菜部門 2,285,006 ＋7.0

ホール野菜部門 ─ ─

その他 ─ ─

合計 2,285,006 ＋7.0

事業部門の名称 仕入高(千円) 前年同期比(％)

カット野菜部門 1,447,389 ＋9.6

ホール野菜部門 3,606,045 △8.1

その他 1,224,968 △13.7

合計 6,278,403 △5.8

事業部門の名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

カット野菜部門 3,063,608 ＋3.9

ホール野菜部門 5,137,934 △4.4

その他 1,393,610 △13.2

合計 9,595,153 △3.4



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

超高齢化社会を迎える日本人の「健康と食」を考えた場合、「寝たきり」をなくし、健康で少しでも長

生きすることはとても重要であります。現在、日本の要介護人口は約140万人であり、2010年には230万

人、2050年には500万人に増加すると予測されております。一人当たりの介護医療費が年間約400～500万

円必要だと推定されており、国家全体では2020年には約20～25兆円の介護医療費が必要となります。日本

の国家予算が約80兆円であることを考えると、要介護人口を減少させないと国家財政は破綻するおそれが

あります。 

一方、米国では、政府が官、学、民をあげて20年も前から取り組んできた「ヘルシーピープル2000計

画」、植物性食品によるガン予防計画で“野菜を食べよう運動”である「デザイナーフーズ計画」の成果

により、2000年から要介護高齢者が約1.5％ずつ減っております。 

また、医学界を見た場合でも、病気を治療するという考え方から病気を予防するという考え方に変わっ

ております。遺伝子情報も解明され、健康は遺伝因子と環境因子が足されたもので、その中でも特に

「食」が重要であることが判明しております。当社グループは、「食」の中でも野菜を担当し、当社グル

ープのデザイナーフーズ株式会社は「食」に纏わる全てのことをコーディネートいたします。 

さらに、最近の米国の動きとして、抗酸化力を食品に表示し始めています。ＯＲＡＣ値(注１）という

指標を開発されました。これに対して、日本ではＡＯＵ研究会（注２）が発足されました。国立健康栄養

研究所でも食品機能表示研究会（注３）が発足され、今後、このような動きは国をあげて加速されると思

われます。 

日本ではこれから食品に対して、抗酸化力の分析が始まると思いますが、野菜に関しては、デリカフー

ズグループが７年前から分析してきたデータを使用されることになります。我々の分析データが使用され

ることになり、デリカフーズグループの役割が日本でも重要になってきます。 

今後は、これまで分析してきたＤＰＰＨ法に加え、ＯＲＡＣ法、ＥＳＲ法での分析を始め、しっかりと

したエビデンスを作り、外食産業や中食産業、一般消費者に、野菜の機能性を解りやすく、かつ、信頼で

きる数字でアピールし、これまでの我々の目標である「付加価値」という情報がついた販売を実現してい

きたいと考えております。そして、生体での効果をみるために、ゼブラフィッシュの実験も繋がってきま

す。 

 研究については、これまで通り、受託研究や大学あるいは公共研究機関と共同研究を行い、より効率よ

く研究を進めて、研究結果を「野菜の機能性表示」に進め、「付加価値をつけた野菜」の販売に結び付け

ていく予定であります。 

当中間連結会計期間における研究開発費の総額は49,216千円であります。 

  

（注１） ＯＲＡＣ値：米国農務省と米国老化研究所の研究員が開発した抗酸化力を示す指標 

（注２） ＡＯＵ研究会：名古屋大学 大澤教授が発起人となり立ち上げた研究会 ＯＲＡＣの標準化を行うととも

に、主要な抗酸化力分析法との相関関係も検証し、それらを踏まえてより良い抗酸化力測定法として、ＡＯ

Ｕの確立を図る。 

（注３） 食品機能表示研究会：独立行政法人 国立健康・栄養研究所の渡邊昌理事長が発起人代表として立ち上げた

研究会。料理など栄養バランスをよりわかりやすい表示方法を目指している。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について、着手及

び完成予定年月を変更いたしました。 

  

 
(注) １．デザイナーフーズ株式会社は、当社の完全子会社であります。 

２．デザイナーフーズ株式会社の移転につきましては、予算、立地等の条件を考慮の上、検討しておりますが、

提出日現在着手年月及び完成年月は未定であります。なお、大学等の外部機関との共同研究も実施しており

ますので、当中間連結会計期間における研究開発活動は計画どおりに実施されております。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

該当事項はありません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

会社名 設備の内容

投資予定額
(単位：千円) 資金調達

方法

着手及び完成年月
完成後の
増加能力

総額 既支払額 着手年月 完了予定

デザイナーフーズ
株式会社(注1)

本部・研究室移転
(建物・分析機器)
(注2)

300,000 ─ 自己資金 未定 未定 ─────



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000

計 30,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,605.92 15,605.92
東京証券取引所
(市場第二部)

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

計 15,605.92 15,605.92 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

  

 
(注) １ 新株予約権発行後、当社が時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式

により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
なお、上記株式数において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数

を控除した数とする。 

また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上げ

る。 

 
さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新

設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。 

行使価額の調整が行われた場合には、当社は、調整後直ちに被付与者に対し、その旨並びにその事由、調整

後の行使価額及び適用の日を通知する。 

  

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく
平成16年６月28日開催定時株主総会の特別決議による新株予約権

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 226 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 452 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 88,921 同左

新株予約権の行使期間
平成18年８月１日～
平成26年６月27日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  88,921
資本組入額 44,461

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権者は、本件権利
行使時において、当社および
当社子会社の取締役、監査
役、執行役員または使用人の
何れかの地位、あるいは当社
との間の雇用契約に基づく顧
問の地位を有している場合に
限る。ただし、新株予約権者
が、定年・任期満了による退
任・退職、または当社もしく
は当社の子会社の都合により
これらの地位を失った場合は
この限りでない。 
 その他の条件は、本総会お
よび新株予約権発行の取締役
会決議に基づき、当社と新株
予約権の割り当てを受けたも
のとの間で締結する「新株予
約権付与契約」で定めるとこ
ろによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入そ

の他の処分は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 ──────── ────────

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

──────── ────────

既発行株式数 ＋
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行(処分)株式数

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率



(3) 【ライツプランの内容】 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年９月30日 ─ 15,605.92 ─ 759,755 ─ 1,591,242

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

舘本 勲武 愛知県名古屋市中村区 6,272.48 40.19

岡本 髙宏 東京都足立区 724.58 4.64

デリカフーズグループ従業員持
株会

東京都足立区保木間二丁目29－15 516.00 3.31

デリカフーズ株式会社 東京都足立区保木間二丁目29－15 453.64 2.91

鬼頭 利光 愛知県名古屋市中村区 432.72 2.77

岡田 和夫 愛知県犬山市 386.12 2.47

岩崎 泰次 静岡県静岡市駿河区 311.00 1.99

野村 五郎 兵庫県明石市 306.44 1.96

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
５０５０３０ 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室）

WORLD TRADE CENTER STRAWINSKYL AAN 1455 
1077XX AMSTERDAM NETHERLAND 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

300.00 1.92

髙山 幸久 神奈川県横浜市磯子区 240.78 1.54

計 ― 9,943.76 63.7



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 上記「端株」の欄の普通株式には、自己株式0.64株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

(1) 役職の異動 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式

453.00
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,142.00
15,142 同上

端株
普通株式

10.92
― 同上

発行済株式総数 15,605.92 ― ―

総株主の議決権 ― 15,142 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
デリカフーズ株式会社

東京都足立区保木間二丁目
29－15

453 ─ 453 2.90

計 ― 453 ─ 453 2.90

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 249,000 235,000 217,000 215,000 203,000 180,000

最低(円) 226,000 204,000 207,000 205,000 180,000 168,000

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 常務取締役 杉 和也 平成19年11月１日

常務取締役 取締役 小笠原 真清 平成19年12月18日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで）及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸

表及び中間財務諸表については、あずさ監査法人により中間監査を受け、金融商品取引法第193条の２第

１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）及び当中間会

計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について

は、監査法人東海会計社により中間監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

第４期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第４期中間会計期間の中間財務諸表 あずさ監査法人 

 第５期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第５期中間会計期間の中間財務諸表 監査法人東海会計社 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※2 2,191,317 1,770,110 2,037,155

 ２ 売掛金 2,305,929 2,216,503 2,230,957

 ３ たな卸資産 71,559 58,372 66,275

 ４ その他 84,640 96,016 81,266

   貸倒引当金 △17,839 △18,543 △19,235

   流動資産合計 4,635,606 61.1 4,122,458 55.0 4,396,419 56.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※1,2 994,818 1,295,834 1,315,848

  (2) 土地 ※2 1,329,497 1,337,008 1,337,008

  (3) その他 ※1,2 212,126 2,536,442 281,540 2,914,383 253,958 2,906,815

 ２ 無形固定資産 33,151 35,758 39,350

 ３ 投資その他の資産

  (1) その他 ※2 416,377 456,968 453,742

    貸倒引当金 △31,767 384,609 △31,185 425,783 △37,568 416,174

   固定資産合計 2,954,203 38.9 3,375,924 45.0 3,362,340 43.3

   資産合計 7,589,810 100.0 7,498,383 100.0 7,758,759 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※3 1,508,809 1,367,908 1,448,903

 ２ 短期借入金 ※2,4 480,000 430,000 610,000

 ３ 一年以内返済予定の 

   長期借入金
※2 361,482 224,798 269,019

 ４ 未払法人税等 ─ 124,160 155,006

 ５ 未払金 491,686 478,677 557,410

 ６ 賞与引当金 ─ 60,823 70,316

 ７ その他 ※5 292,128 117,294 288,255

   流動負債合計 3,134,105 41.3 2,803,662 37.4 3,398,911 43.8

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※2 1,053,951 1,164,823 939,968

 ２ 退職給付引当金 ─ 49,775 53,976

 ３ その他 91,078 700 23,704

   固定負債合計 1,145,029 15.1 1,215,298 16.2 1,017,648 13.1

   負債合計 4,279,135 56.4 4,018,960 53.6 4,416,559 56.9

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 759,755 759,755 759,755

 ２ 資本剰余金 1,591,242 1,591,242 1,591,242

 ３ 利益剰余金 954,425 1,248,971 1,106,924

 ４ 自己株式 △246 △113,276 △115,773

   株主資本合計 3,305,177 43.5 3,486,692 46.5 3,342,149 43.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

5,497 △7,270 51

   評価・換算差額等 
   合計

5,497 0.1 △7,270 △0.1 51 0.0

   純資産合計 3,310,675 43.6 3,479,422 46.4 3,342,200 43.1

   負債純資産合計 7,589,810 100.0 7,498,383 100.0 7,758,759 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 9,930,041 100.0 9,595,153 100.0 19,635,991 100.0

Ⅱ 売上原価 7,495,799 75.5 7,139,477 74.4 14,761,038 75.2

   売上総利益 2,434,241 24.5 2,455,675 25.6 4,874,952 24.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 2,100,404 21.2 2,127,030 22.2 4,218,125 21.5

   営業利益 333,837 3.4 328,645 3.4 656,826 3.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ─ 2,107 1,617

 ２ 受取配当金 754 871 1,336

 ３ 匿名組合投資利益 ※2 4,492 13,699 9,153

 ４ 開発助成金 2,000 ─ 4,123

 ５ その他 2,264 9,511 0.1 4,792 21,471 0.2 4,457 20,689 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 17,729 17,172 34,222

 ２ その他 165 17,895 0.2 97 17,270 0.2 706 34,929 0.1

   経常利益 325,454 3.3 332,845 3.5 642,587 3.3

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 3,821 ─ 4,103

 ２ 保険解約返戻金 1,505 703 2,804

 ３ 貸倒引当金戻入益 16,512 5,087 5,260

 ４ その他 ─ 21,839 0.2 ─ 5,791 0.1 3,123 15,291 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※3 760 329 4,055

 ２ 投資有価証券売却損 ─ 390 136

 ３ 投資有価証券評価損 5,842 ─ 4,974

 ４ 工場閉鎖費用 ※4 561 ─ 4,947

 ５ 特別修繕費 1,901 9,065 0.1 ─ 719 0.0 1,901 16,015 0.1

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

338,228 3.4 337,917 3.5 641,863 3.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

134,687 129,162 278,889

   法人税等調整額 3,326 138,013 1.4 12,101 141,264 1.5 △4,854 274,035 1.4

   中間(当期)純利益 200,214 2.0 196,652 2.0 367,827 1.9



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 759,755 1,591,242 797,021 △246 3,147,773

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) ─ ─ △39,010 ─ △39,010

 役員賞与(注) ─ ─ △3,800 ─ △3,800

 中間純利益 ─ ─ 200,214 ─ 200,214

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

─ ─ 157,404 ─ 157,404

平成18年９月30日残高(千円) 759,755 1,591,242 954,425 △246 3,305,177

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高(千円) 11,188 3,158,961

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) ─ △39,010

 役員賞与(注) ─ △3,800

 中間純利益 ─ 200,214

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△5,690 △5,690

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△5,690 151,713

平成18年９月30日残高(千円) 5,497 3,310,675



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 759,755 1,591,242 1,106,924 △115,773 3,342,149

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ─ ─ △52,997 ─ △52,997

 中間純利益 ─ ─ 196,652 ─ 196,652

 自己株式の処分 ─ ─ △1,607 2,497 889

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

─ ─ 142,046 2,497 144,543

平成19年９月30日残高(千円) 759,755 1,591,242 1,248,971 △113,276 3,486,692

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

平成19年３月31日残高(千円) 51 3,342,200

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ─ △52,997

 中間純利益 ─ 196,652

 自己株式の処分 ─ 889

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△7,322 △7,322

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△7,322 137,221

平成19年９月30日残高(千円) △7,270 3,479,422



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 759,755 1,591,242 797,021 △246 3,147,773

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当(注) ─ ─ △39,010 ─ △39,010

 役員賞与(注) ─ ─ △3,800 ─ △3,800

 当期純利益 ─ ─ 367,827 ─ 367,827

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △139,000 △139,000

 自己株式の処分 ─ ─ △15,113 23,472 8,358

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

─ ─ ─ ─ ─

連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

─ ─ 309,903 △115,527 194,375

平成19年３月31日残高(千円) 759,755 1,591,242 1,106,924 △115,773 3,342,149

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高(千円) 11,188 3,158,961

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当(注) ─ △39,010

 役員賞与(注) ─ △3,800

 当期純利益 ─ 367,827

 自己株式の取得 ─ △139,000

 自己株式の処分 ─ 8,358

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△11,136 △11,136

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△11,136 183,238

平成19年３月31日残高(千円) 51 3,342,200



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期) 
   純利益

338,228 337,917 641,863

 ２ 減価償却費 66,769 83,558 139,091

 ３ 貸倒引当金の減少額 △16,531 △7,074 △9,334

 ４ 賞与引当金の増減額 
(△は減少)

3,573 △9,492 18,621

 ５ 退職給付引当金の減少額 △2,277 △4,200 △1,014

 ６ 工場閉鎖費用引当金の 
   増減額(△は減少)

─ △4,385 4,385

 ７ 受取利息及び受取配当金 △1,175 △2,979 △2,954

 ８ 支払利息 17,729 17,172 34,222

 ９ 投資有価証券売却益 △3,821 ─ △4,103

 10 投資有価証券売却損 ─ 390 136

 11 投資有価証券評価損 5,842 ─ 4,974

 12 固定資産除却損 760 329 4,055

 13 売上債権の増減額 
(△は増加)

△310,594 14,454 △235,622

 14 たな卸資産の増減額 
(△は増加)

△5,805 7,903 △521

 15 仕入債務の増減額 
(△は減少)

301,646 △80,994 241,740

 16 役員賞与の支払額 △3,800 ─ △3,800

 17 その他 47,849 △43,139 45,595

    小計 438,392 309,460 877,334

 18 利息及び配当金の受取額 1,283 2,839 2,763

 19 利息の支払額 △16,700 △16,625 △33,220

 20 法人税等の支払額 △171,405 △168,270 △287,657

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

251,569 127,404 559,220



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による 
   支出

△39,514 △104,732 △181,828

 ２ 定期預金の払戻しに 
   よる収入

65,000 313,606 185,639

 ３ 有形固定資産の取得に 
   よる支出

△215,142 △309,110 △415,243

 ４ 無形固定資産の取得に 
   よる支出

△2,700 △5,120 △14,202

 ５ 投資有価証券の取得に 
   よる支出

△11,851 △22,445 △46,456

 ６ 投資有価証券の売却に 
   よる収入

10,441 1,999 10,628

 ７ 貸付金の回収による収入 5,010 163 5,118

 ８ 保険積立金の返還による 
   収入

3,229 1,670 4,789

 ９ その他 △1,107 △287 △1,373

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△186,634 △124,256 △452,929

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 16,200 △180,000 146,200

 ２ 長期借入れによる収入 60,000 340,000 60,000

 ３ 長期借入金の返済による 
   支出

△303,180 △159,366 △509,626

 ４ 社債の償還による支出 △10,000 △10,000 △20,000

 ５ 自己株式の取得による 
   支出

─ ─ △139,000

 ６ 自己株式の処分による 
   収入

─ 889 8,358

 ７ 配当金の支払額 △38,552 △52,843 △38,658

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△275,532 △61,319 △492,725

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

─ ─ ─

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加額(又は減少額△)

△210,597 △58,171 △386,434

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

1,812,163 1,425,729 1,812,163

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※1 1,601,566 1,367,557 1,425,729



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数   ５社

子会社は、全て連結しておりま

す。

連結子会社の名称

東京デリカフーズ㈱、名古屋デ

リカフーズ㈱、大阪デリカフー

ズ㈱、㈱メディカル青果物研究

所、デザイナーフーズ㈱

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数   ５社

子会社は、全て連結しておりま

す。

連結子会社の名称

同左

１ 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数   ５社

子会社は、全て連結しておりま

す。

連結子会社の名称

同左

２ 持分法の適用に関する事項

該当する会社はありません。

２ 持分法の適用に関する事項

同左

２ 持分法の適用に関する事項

同左

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

全ての連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致して

おります。

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項

全ての連結子会社の決算日は、

連結決算日と一致しておりま

す。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移動

平均法により算定）

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  ①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法

により算定)

時価のないもの 

移動平均法による原価法

時価のないもの 

同左

時価のないもの 

同左

  ②たな卸資産   ②たな卸資産   ②たな卸資産

ａ商品 

  総平均法による原価法

ａ商品 

  同左

ａ商品 

  同左

ｂ製品・仕掛品 

  総平均法による原価法

ｂ製品・仕掛品 

  同左

ｂ製品・仕掛品 

  同左

ｃ材料 

  総平均法による原価法

ｃ材料 

  同左

ｃ材料 

  同左

ｄ貯蔵品 

  総平均法による原価法

ｄ貯蔵品 

  同左

ｄ貯蔵品 

  同左



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却方法

  ①有形固定資産

定率法によっております。但

し、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物付属設備は除

く)については、定額法によっ

ております。 

なお、主な耐用年数について

は、下記のとおりでありま

す。

 建物及び構築物

       ３年から45年 

 その他   ２年から20年

なお、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産

については、３年間均等償却

によっております。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却方法

  ①有形固定資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却方法

  ①有形固定資産

同左

  ②無形固定資産

定額法によっております。

なお、償却年数については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

ただし、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。

  ②無形固定資産

同左

  ②無形固定資産

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してお

ります。

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金

同左

  ②賞与引当金

従業員の賞与の支払に備える

ため、賞与支給見込額の当中

間連結会計期間負担額を計上

しております。

  ②賞与引当金

同左

  ②賞与引当金

従業員の賞与の支払に備える

ため、賞与支給見込額の当連

結会計年度負担額を計上して

おります。

  ③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、中間連結会計期間末退職

給付債務を計上しておりま

す。

  ③退職給付引当金

同左

  ③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

 (5) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

  ①消費税等の会計処理   ①消費税等の会計処理   ①消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。

同左 同左

  ②匿名組合方式   ②匿名組合方式   ②匿名組合方式

当社は平成９年９月30日に航

空機リースを事業とする匿名

組合への参加契約(出資金

30,000千円、契約期間10年)を

締結しております。この匿名

組合の出資額は中間連結貸借

対照表の投資その他の資産に

含めて計上しており、出資に

係る損益は、同組合が定める

計算期間及び当社持分相当額

により当中間連結会計期間に

属する額を匿名組合投資利益

として処理しております。ま

た、同組合の累積損失額のう

ち当社負担に帰属するものは

平成18年９月30日現在17,365

千円となっており、固定負債

の「その他」として中間連結

貸借対照表に計上しておりま

す。

当社は平成９年９月30日に航

空機リースを事業とする匿名

組合への参加契約(出資金

30,000千円、契約期間10年)を

締結しております。この匿名

組合の出資額は中間連結貸借

対照表の投資その他の資産に

含めて計上しており、出資に

係る損益は、同組合が定める

計算期間及び当社持分相当額

により当中間連結会計期間に

属する額を匿名組合投資利益

として処理しております。

当社は平成９年９月30日に航

空機リースを事業とする匿名

組合への参加契約(出資金

30,000千円、契約期間10年)を

締結しております。この匿名

組合の出資額は連結貸借対照

表の投資その他の資産に含め

て計上しており、出資に係る

損益は、同組合が定める計算

期間及び当社持分相当額によ

り当連結会計年度に属する額

を匿名組合投資利益として処

理しております。また、同組

合の累積損失額のうち当社負

担に帰属するものは平成19年

３月31日現在12,704千円とな

っており、固定負債の「その

他」として連結貸借対照表に

計上しております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日又は

償還日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期的な投

資であります。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

 

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

  

同左



会計方針の変更 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

────────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は3,310,675千円であ

ります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は3,342,200千円であ

ります。 

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

────────── ────────── （役員賞与に関する会計基準）

 当連結会計年度から「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第４号）を適用し、発生時に費

用処理することとしております。 

 これに伴い、当連結会計年度中に

確定した役員賞与17,500千円を未払

金として計上したことにより、営業

利益、経常利益、税金等調整前当期

純利益は、同額減少しております。



  

 
  

  

表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（研究開発費の計上区分の変更） ────────── （研究開発費の計上区分の変更）

 従来、研究開発費の一部につい

て、人件費等を売上原価に計上して

おりましたが、当中間連結会計期間

より販売費及び一般管理費に計上す

ることといたしました。 

 連結子会社のデザイナーフーズ㈱

においては、当社グループ内での研

究開発活動をその主たる営業活動の

一部としております。連結財務諸表

提出会社は、その経営方針において

研究開発活動を今後一層重視するこ

ととなり、当中間連結会計期間にお

いてその管理体制の見直しを行い、

デザイナーフーズ㈱の売上原価中の

当社グループとしての研究開発活動

に相当する金額を把握する体制が整

ったことから、研究開発活動を含む

経営成績を適正に把握するため、会

計処理の変更を行ったものでありま

す。 

 これにより、従来の方法に比べ

て、売上総利益が21,442千円増加し

ております。営業利益、経常利益、

税金等調整前中間純利益に与える影

響はありません。

 従来、研究開発費の一部につい

て、人件費等を売上原価に計上して

おりましたが、当連結会計年度より

販売費及び一般管理費に計上するこ

とといたしました。 

 連結子会社のデザイナーフーズ㈱

においては、当社グループ内での研

究開発活動をその主たる営業活動の

一部としております。連結財務諸表

提出会社は、その経営方針において

研究開発活動を今後一層重視するこ

ととなり、当連結会計年度において

その管理体制の見直しを行い、デザ

イナーフーズ㈱の売上原価中の当社 

グループとしての研究開発活動に相

当する金額を把握する体制が整った

ことから、研究開発活動を含む経営

成績を適正に把握するため、会計処

理の変更を行ったものであります。 

 これにより、従来の方法に比べ

て、売上総利益が45,386千円増加し

ております。営業利益、経常利益、

税金等調整前当期純利益に与える影

響はありません。

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(中間連結貸借対照表)

――――――――――――――――――――  前中間連結会計期間において流動負債の「その他」に

含めて表示しておりました「未払法人税等」（前中間連

結会計期間128,108千円）については、当中間連結会計

期間より区分掲記しております。 

 前中間連結会計期間において流動負債の「その他」に

含めて表示しておりました「賞与引当金」（前中間連結

会計期間55,268千円）については、当中間連結会計期間

より区分掲記しております。 

 前中間連結会計期間において固定負債の「その他」に

含めて表示しておりました「退職給付引当金」（前中間

連結会計期間52,712千円）については、当中間連結会計

期間より区分掲記しております。

(中間連結損益計算書)

――――――――――――――――――――  前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」

に含めて表示しておりました「受取利息」（前中間連結

会計期間420千円）については、当中間連結会計期間よ

り区分掲記しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

637,059千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

767,050千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

696,255千円

※２ 担保資産

短期借入金180,000千円及び長

期借入金(一年以内に返済予定

の長期借入金242,681千円を含

む) 1,270,932千円の担保とし

て下記の資産を担保に供して

おります。

現金及び預金 
(定期預金)

205,802千円

投資有価証券 11,296 〃

建物及び構築物 897,660 〃

土地 1,174,665 〃

その他(機械装
置及び運搬具)

80,205 〃

計 2,369,629千円

※２ 担保資産

短期借入金205,000千円及び長

期借入金(一年以内に返済予定

の長期借入金199,098千円を含

む) 1,363,921千円の担保とし

て下記の資産を担保に供して

おります。

現金及び預金
(定期預金)

60,000千円

投資有価証券 10,880 〃

建物及び構築物 1,180,151 〃

土地 1,337,008 〃

その他(機械装
置及び運搬具)

65,688 〃

計 2,653,728千円

※２ 担保資産

短期借入金415,000千円及び長

期借入金(一年以内に返済予定

の長期借入金212,683千円を含

む)1,143,780千円の担保とし

て下記の資産を担保に供して

おります。

現金及び預金
(定期預金)

190,844千円

投資有価証券 12,032 〃

建物及び構築物 887,997 〃

土地 1,174,665 〃

その他(機械装
置及び運搬具)

74,051 〃

計 2,339,592千円

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。

※３ 期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって

決済処理しております。 

 なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が、期末残

高に含まれております。

 
支払手形 10,000千円

 
支払手形 10,000千円

 
支払手形 10,000千円

※４ 連結子会社（東京デリカフー

ズ㈱、大阪デリカフーズ㈱）に

おいては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行５行と

当座貸越契約を締結しておりま

す。 

 当中間連結会計期間末におけ

る当座貸越契約に係る借入金未

実行残高等は次のとおりであり

ます。

当座貸越限度額
の総額

1,400,000千円

貸出実行残高 360,000 〃

差引額 1,040,000千円

※４ 連結子会社（東京デリカフー

ズ㈱、大阪デリカフーズ㈱）に

おいては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行６行と

当座貸越契約を締結しておりま

す。 

 当中間連結会計期間末におけ

る当座貸越契約に係る借入金未

実行残高等は次のとおりであり

ます。

当座貸越限度額
の総額

1,500,000千円

貸出実行残高 395,000 〃

差引額 1,105,000千円

※４ 連結子会社（東京デリカフー

ズ㈱、名古屋デリカフーズ㈱、

大阪デリカフーズ㈱）において

は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行５行と当座貸

越契約を締結しております。 

 当連結会計年度末における当

座貸越契約に係る借入金未実行

残高等は次のとおりでありま

す。

当座貸越限度額
の総額

1,550,000千円

貸出実行残高 515,000 〃

差引額 1,035,000千円

────────── ※５ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

──────────



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの

運賃 752,493千円

給料手当 562,381 〃

退職給付費用 3,741 〃

賞与引当金 
繰入額

46,234 〃

 
 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの

運賃 762,365千円

給料手当 573,141 〃

退職給付費用 2,732 〃

賞与引当金
繰入額

46,874 〃

  

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの

運賃 1,502,733千円

給料手当 1,120,370 〃

退職給付費用 8,299 〃

賞与引当金
繰入額

56,702 〃

 

 

※２ 匿名組合投資利益はレバレッ

ジドリースに係るもので、そ

の内容は以下のとおりであり

ます。

匿名組合形態に
よるもの

4,492千円

 
 

※２ 匿名組合投資利益はレバレッ

ジドリースに係るもので、そ

の内容は以下のとおりであり

ます。

匿名組合形態に
よるもの

13,699千円

 
 

※２ 匿名組合投資利益はレバレッ

ジドリースに係るもので、そ

の内容は以下のとおりであり

ます。

匿名組合形態に
よるもの

9,153千円

 

 

※３ 固定資産除却損の内訳

その他(機械装
置及び運搬具)

634千円

その他(工具器
具備品)

126 〃

計 760千円

 
 

※３ 固定資産除却損の内訳

その他(機械装
置及び運搬具)

259千円

その他(工具器
具備品)

69 〃

計 329千円

 

 

※３ 固定資産除却損の内訳

その他(機械装
置及び運搬具)

2,449千円

その他(工具器
具備品)

340 〃

無 形 固 定 資 産
(ソフトウェア)

1,265 〃

計 4,055千円

 

※４ 工場閉鎖費用の内容について

東京デリカフーズ株式会社の

生産性を高める為、神奈川地

区の工場及び物流倉庫を閉鎖

し、横浜センターに集約した

際に生じた現状回復等の費用

であります。

──────────

※４ 工場閉鎖費用の内容について

東京デリカフーズ㈱神奈川地

区の工場及び物流倉庫を閉鎖

し、横浜センターに集約した

際に生じた原状回復等の費用

及び、大阪デリカフーズ㈱神

戸事業所の移転に伴う、現事

業所の原状回復等の費用見込

み額であります。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 15,605.92 ─ ─ 15,605.92

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 1.64 ─ ─ 1.64

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間 
末残高 
(千円)

前連結会計
年度末

増加 減少
当中間連結 
会計期間末

提出会社 平成16年新株予約権 普通株式 556 ― ─ 556 ─

連結子会社 ― ― ― ― ― ― ─

合計 556 ─ ─ 556 ─

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 39,010 2,500.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
 （変動事由の概要） 

  減少数の主な内容は、次の通りであります。 

   新株予約権の権利行使による自己株式の交付による減少 10.00株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

  平成16年新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 15,605.92 ─ ─ 15,605.92

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 463.64 ─ 10.00 453.64

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間 
末残高 
(千円)

前連結会計
年度末

増加 減少
当中間連結 
会計期間末

提出会社 平成16年新株予約権 普通株式 462 ― 10 452 ─

連結子会社 ― ― ― ― ― ― ─

合計 462 ─ 10 452 ─

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 52,997 3,500.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
 （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   新株予約権の権利行使に備えた自己株式の買付けによる増加 556.00株 

  減少数の主な内容は、次の通りであります。 

   新株予約権の権利行使による自己株式の交付による減少 94.00株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

  平成16年新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 15,605.92 ─ ─ 15,605.92

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1.64 556.00 94.00 463.64

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(千円)前連結会計

年度末
増加 減少

当連結会計
年度末

提出会社 平成16年新株予約権 普通株式 556 ― 94 462 ─

連結子会社 ― ― ― ― ― ― ─

合計 556 ─ 94 462 ─

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 39,010 2,500.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 52,997 3,500.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金 2,191,317千円

預入期間が３ヶ
月を越える 
定期預金

△589,751千円

現金及び現金同
等物

1,601,566千円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金 1,770,110 千円

預入期間が３
ヶ月を越える
定期預金

△402,552 千円

現金及び現金
同等物

1,367,557 千円  

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金 2,037,155千円

預入期間が３ヶ
月を越える 
定期預金

△611,426千円

現金及び現金同
等物

1,425,729千円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 

(借主側)

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額
取得 
価額 

相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 

相当額 
(千円)

建物及び 
構築物

27,024 26,461 563

その他 173,147 133,746 39,401

ソフト 
ウェア

3,192 638 2,553

合計 203,363 160,846 42,518

(借主側)

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額
取得
価額 
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 
相当額 
(千円)

機 械 装 置
及 び 運 搬
具

88,856 32,294 56,561

その他 14,316 10,723 3,593

ソフト 
ウェア

3,192 1,276 1,915

合計 106,364 44,294 62,070

(借主側)

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額
取得
価額 

相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末 
残高 

相当額 
(千円)

機 械 装 置
及 び 運 搬
具

55,950 35,437 20,513

その他 14,316 9,211 5,105

ソフト
ウェア

3,192 957 2,234

合計 73,458 45,606 27,852

(注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。

 

(注)    同左 (注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

 

 ②未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 22,157千円

１年超 20,360千円

合計 42,518千円

(注)未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

 

 

 ②未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 16,191千円

１年超 45,878千円

合計 62,070千円

(注)    同左

 

 ②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 11,653千円

１年超 16,198千円

合計 27,852千円

(注)未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。

 

 ③支払リース料、減価償却費相当

額

支払リース料 20,766千円

減価償却費相当額 20,766千円

  

 ③支払リース料、減価償却費相当

額

支払リース料 8,803千円

減価償却費相当額 8,803千円

  

 ③支払リース料、減価償却費相当

額

支払リース料 37,331千円

減価償却費相当額 37,331千円

 ④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

 

 ④減価償却費相当額の算定方法

同左

 ④減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

(借主側)

  未経過リース料

１年以内 2,419千円

１年超 3,833千円

合計 6,253千円

２ オペレーティング・リース取引

(借主側)

  未経過リース料

１年以内 3,111千円

１年超 8,652千円

合計 11,763千円

２ オペレーティング・リース取引

(借主側)

  未経過リース料

１年以内 2,381千円

１年超 5,714千円

合計 8,095千円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減

損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められ

た額について減損処理を行っております。当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式に

ついて5,842千円減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減

損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められ

た額について減損処理を行っております。当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式に

ついて、減損処理すべき株式はありません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額 
(千円)

 ① 株式 83,682 93,187 9,504

 ② 債券 ─ ─ ─

 ③ その他 ─ ─ ─

計 83,682 93,187 9,504

中間連結貸借対照表計上額
(千円)

(1) その他有価証券

 ① 非上場株式 4,610

計 4,610

取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額 
(千円)

 ① 株式 132,150 119,924 △12,226

 ② 債券 ─ ─ ─

 ③ その他 ─ ─ ─

計 132,150 119,924 △12,226

中間連結貸借対照表計上額
(千円)

(1) その他有価証券

 ① 非上場株式 14,348

計 14,348



前連結会計年度末(平成19年３月31日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 有価証券の減損にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行っております。当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について4,712千

円の減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
(注) 当連結会計年度において、非上場株式について262千円の減損処理を行っております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

取得原価
(千円)

連結貸借
対照表計上額(千円)

差額 
(千円)

 ① 株式 115,990 116,216 225

 ② 債券 ─ ─ ─

 ③ その他 ─ ─ ─

計 115,990 116,216 225

連結貸借対照表計上額
(千円)

(1) その他有価証券

 ① 非上場株式 10,348

計 10,348



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当社及び連結子会社の事業は、青果物事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いま

して、当該事業以外に事業の種類がありませんので、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

当社及び連結子会社の事業は、青果物事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いま

して、当該事業以外に事業の種類がありませんので、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社及び連結子会社の事業は、青果物事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いま

して、当該事業以外に事業の種類がありませんので、記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
１株当たり純資産額 212,164円57銭

 
１株当たり純資産額 229,630円26銭 １株当たり純資産額 220,719円78銭

 
１株当たり中間純利益 12,830円77銭

 
１株当たり中間純利益 12,982円87銭 １株当たり当期純利益 23,614円75銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

12,521円84銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

12,762円90銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

23,065円26銭

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表(貸借対照
表)の純資産の部の合計額(千
円)

3,310,675 3,479,422 3,342,200

普通株式に係る純資産額(千円) 3,310,675 3,479,422 3,342,200

差額の主な内訳(千円) ─ ─ ─

普通株式の発行済株式数(株) 15,605.92 15,605.92 15,605.92

普通株式の自己株式数(株) 1.64 453.64 463.64

１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式の数(株)

15,604.28 15,152.28 15,142.28

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間連結損益計算書(連結損益
計算書)上の中間(当期)純利益
(千円)

200,214 196,652 367,827

普通株式に係る中間(当期)純利
益(千円)

200,214 196,652 367,827

普通株主に帰属しない金額(千
円)

─ ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 15,604.28 15,147.09 15,576.19

中間(当期)純利益調整額(千円) ─ ─ ─

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数の主要な内訳
(株)

 新株予約権 384.98 261.07 371.07

普通株式増加数(株) 384.98 261.07 371.07

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に含まれな
かった潜在株式の概要

──────── ──────── ────────



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 914,325 804,253 793,920

 ２ 関係会社 
   短期貸付金

30,000 30,000 30,000

 ３ その他 9,002 16,245 7,351

   流動資産合計 953,328 38.1 850,499 35.4 831,271 34.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1 24,047 24,761 29,362

 ２ 無形固定資産 2,552 2,963 2,762

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ─ 32,580 19,300

  (2) 関係会社株式 1,234,025 1,234,025 1,234,025

  (3) 関係会社 
    長期貸付金

285,000 255,000 270,000

  (4) その他 1,322 5,385 2,792

   投資その他の資産 
   合計

1,520,347 1,526,990 1,526,117

   固定資産合計 1,546,947 61.9 1,554,715 64.6 1,558,242 65.2

   資産合計 2,500,275 100.0 2,405,215 100.0 2,389,513 100.0



 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 未払金 29,997 31,346 37,473

 ２ 未払費用 1,449 497 2,136

 ３ 未払法人税等 ─ 3,859 5,571

 ４ 賞与引当金 2,700 2,160 3,165

 ５ その他 ※2 3,982 5,614 3,261

   流動負債合計 38,129 1.5 43,477 1.8 51,609 2.2

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 4,163 4,899 4,888

   固定負債合計 4,163 0.2 4,899 0.2 4,888 0.2

   負債合計 42,293 1.7 48,377 2.0 56,497 2.4

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 759,755 759,755 759,755

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 1,591,242 1,591,242 1,591,242

    資本剰余金合計 1,591,242 1,591,242 1,591,242

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益 
    剰余金

    繰越利益剰余金 107,229 124,468 99,370

    利益剰余金合計 107,229 124,468 99,370

 ４ 自己株式 △246 △113,276 △115,773

   株主資本合計 2,457,981 98.3 2,362,189 98.2 2,334,594 97.7

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

─ △5,351 △1,578

   評価・換算差額等 
   合計

─ ─ △5,351 △0.2 △1,578 △0.1

   純資産合計 2,457,981 98.3 2,356,837 98.0 2,333,016 97.6

   負債純資産合計 2,500,275 100.0 2,405,215 100.0 2,389,513 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益 207,943 100.0 248,447 100.0 367,123 100.0

Ⅱ 営業費用

 １ 販売費及び一般 
   管理費

141,001 141,001 67.8 162,580 162,580 65.4 286,159 286,159 77.9

   営業利益 66,941 32.2 85,866 34.6 80,963 22.1

Ⅲ 営業外収益 ※1 796 0.4 3,091 1.2 4,689 1.2

Ⅳ 営業外費用 ※2 ─ ─ ─ ─ 315 0.1

   経常利益 67,737 32.6 88,957 35.8 85,338 23.2

   税引前中間(当期) 
   純利益

67,737 32.6 88,957 35.8 85,338 23.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

6,578 8,858 17,249

   法人税等調整額 1,450 8,028 3.9 394 9,253 3.7 1,125 18,375 5.0

   中間(当期)純利益 59,708 28.7 79,703 32.1 66,963 18.2



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

  

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 759,755 1,591,242 86,531 △246 2,437,283 2,437,283

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) ─ ─ △39,010 ─ △39,010 △39,010

 中間純利益 ─ ─ 59,708 ─ 59,708 59,708

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額（純額）

─ ─ ─ ─ ─ ─

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

─ ─ 20,697 ─ 20,697 20,697

平成18年９月30日残高(千円) 759,755 1,591,242 107,229 △246 2,457,981 2,457,981

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 759,755 1,591,242 99,370 △115,773 2,334,594

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ─ ─ △52,997 ─ △52,997

 中間純利益 ─ ─ 79,703 ─ 79,703

 自己株式の処分 ─ ─ △1,607 2,497 889

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額（純額）

─ ─ ─ ─ ─

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

─ ─ 25,098 2,497 27,595

平成19年９月30日残高(千円) 759,755 1,591,242 124,468 △113,276 2,362,189

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金

平成19年３月31日残高(千円) △1,578 2,333,016

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ─ △52,997

 中間純利益 ─ 79,703

 自己株式の処分 ─ 889

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額（純額）

△3,773 △3,773

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

△3,773 23,821

平成19年９月30日残高(千円) △5,351 2,356,837



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 759,755 1,591,242 86,531 △246 2,437,283

事業年度中の変動額

 剰余金の配当(注) ─ ─ △39,010 ─ △39,010

 当期純利益 ─ ─ 66,963 ─ 66,963

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △139,000 △139,000

 自己株式の処分 ─ ─ △15,113 23,472 8,358

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

─ ─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計(千円) ─ ─ 12,838 △115,527 △102,689

平成19年３月31日残高(千円) 759,755 1,591,242 99,370 △115,773 2,334,594

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金

平成18年３月31日残高(千円) ─ 2,437,283

事業年度中の変動額

 剰余金の配当(注) ─ △39,010

 当期純利益 ─ 66,963

 自己株式の取得 ─ △139,000

 自己株式の処分 ─ 8,358

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

△1,578 △1,578

事業年度中の変動額合計 
(千円)

△1,578 △104,267

平成19年３月31日残高(千円) △1,578 2,333,016



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1)有価証券

 ①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

 ②  ─────────

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1)有価証券

 ①子会社株式及び関連会社株式

同左

 ②その他有価証券

時価のあるもの

 中間会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1)有価証券

 ①子会社株式及び関連会社株式

同左

 ②その他有価証券

時価のあるもの

 決算末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

時価のないもの

 移動平均法による原価法

時価のないもの

 同左

 

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1)有形固定資産

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物 15年

工具器具備品 ５年

なお、取得価額10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産につ

いては、３年間均等償却によっ

ております。

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物 15年

機械装置 ９年

工具器具備品 ５年

なお、取得価額10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産につ

いては、３年間均等償却によっ

ております。

 

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1)有形固定資産

同左

 (2)無形固定資産

定額法によっております。

なお、償却年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。ただ

し、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における

利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

 (2)無形固定資産

同左

 (2)無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 

 (1)賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるた

め、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。

３ 引当金の計上基準 

 (1)賞与引当金

同左

３ 引当金の計上基準 

 (1)賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるた

め、賞与支給見込額の当期負担

額を計上しております。

 (2)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、中間会計期間末退職給付債

務を計上しております。

 (2)退職給付引当金

同左

 (2)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき計上

しております。



  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

４ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 (1)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。

４ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 (1)消費税等の会計処理

同左

４ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 (1)消費税等の会計処理

同左



会計方針の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

    ───────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は2,457,981千円であ

ります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は2,333,016千円であ

ります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。

    ─────────     ───────── （役員賞与に関する会計基準）

 当事業年度から「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会計基準第

４号）を適用し、発生時に費用処理

することとしております。 

 これに伴い、当事業年度中に確定

した役員賞与5,400千円を未払金とし

て計上したことにより、営業利益、

経常利益、税引前当期純利益は、同

額減少しております。

（関係会社からの受取配当金の計上

区分の変更）

    ───────── （関係会社からの配当金の計上）

 関係会社からの受取配当金につい

て、従来「営業外収益」に計上して

おりましたが、近年において当該受

取配当金の金額的重要性が高まり、

純粋持株会社としての業績を適切に

表示する観点から、当中間会計期間

より「営業収益」に計上しておりま

す。 

 これにより、従来の方法に比べ、

営業利益が48,763千円多く計上され

ております。経常利益、税引前中間

純利益に与える影響はありません。

  関係会社からの配当金につい

て、従来「営業外収益」に計上して

おりましたが、近年において当該受

取配当金の金額的重要性が高まり、

純粋持株会社としての業績を適正に

表示する観点から、当事業年度より

「営業収益」に計上しております。 

 これにより、従来の方法に比べ、

営業利益が48,763千円多く計上され

ております。経常利益、税引前当期

純利益に与える影響はありません。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の 
   減価償却累計額

5,819千円
※１ 有形固定資産の
   減価償却累計額

15,686千円
※１ 有形固定資産の 
   減価償却累計額

11,085千円

    ───────── ※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。

    ─────────

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 535千円

 
 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 2,280千円

 
 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 2,152千円

開発助成金 2,123千円

 

 

    ─────────

 
 

    ─────────

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払手数料 315千円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 3,127千円

無形固定資産 300千円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 4,600千円

無形固定資産 378千円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 9,172千円

無形固定資産 685千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

自己株式に関する事項 

 
  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

   減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

    新株予約権の権利行使による自己株式の交付による減少 10.00株 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式に関する事項 

 
  （変動事由の概要） 

   増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

    新株予約権の権利行使に備えた自己株式の買付けによる増加 556.00株 

   減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

    新株予約権の権利行使による自己株式の交付による減少 94.00株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 1.64 ─ ─ 1.64

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 463.64 ─ 10.00 453.64

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1.64 556.00 94.00 463.64



（リース取引関係） 

 
  

  

（有価証券関係） 

前中間会計期間末(平成18年9月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年9月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末（平成19年3月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

  

  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引

 

  （借主側）

未経過リース料

１年以内 1,179千円

１年超 3,833千円

合計 5,013千円
 

  （借主側）

未経過リース料

１年以内 1,179千円

１年超 2,654千円

合計 3,833千円
 

  （借主側）

未経過リース料

１年以内 1,179千円

１年超 3,243千円

合計 4,423千円



(１株当たり情報) 

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
１株当たり純資産額 157,519円71銭

 
１株当たり純資産額 155,543円45銭 １株当たり純資産額 154,072円97銭

 
１株当たり中間純利益 3,826円43銭

 
１株当たり中間純利益 5,262円00銭 １株当たり当期純利益 4,299円07銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

3,734円30銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

5,172円84銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

4,199円03銭

前中間会計期間末
(平成18年9月30日)

当中間会計期間末
(平成19年9月30日)

前事業年度末 
(平成19年3月31日)

中間貸借対照表(貸借対照表)の
純資産の部の合計額(千円)

2,457,981 2,356,837 2,333,016

普通株式に係る純資産額(千円) 2,457,981 2,356,837 2,333,016

差額の主な内訳(千円) ─ ― ─

普通株式の発行済株式数(株) 15,605.92 15,605.92 15,605.92

普通株式の自己株式数（株） 1.64 453.64 463.64

１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式の数(株）

15,604.28 15,152.28 15,142.28

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間損益計算書(損益計算書)上
の中間(当期)純利益(千円)

59,708 79,703 66,963

普通株式に係る中間(当期)純利
益(千円)

59,708 79,703 66,963

普通株主に帰属しない金額(千
円)

─ ― ─

普通株式の期中平均株式数(株) 15,604.28 15,147.09 15,576.19

中間(当期)純利益調整額(千円) ─ ─ ─

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数の主要な内訳
（株）

 新株予約権 384.98 261.07 371.07

普通株式増加数（株） 384.98 261.07 371.07

希薄化効果を有しないため、潜
在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に含まれな
かった潜在株式の概要

──────── ──────── ────────



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 自己株券買付状況報告書を平成19年４月６日関東財務局長に提出。 

  

(2) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第４期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出。 

  

(3) 有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記(2) 有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年10月９日関東財務局長に提出。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月20日

デリカフーズ株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているデリカフーズ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、デリカフーズ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は研究開発費の一部について計上区分を変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮     直  仁  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  金  井  克  夫  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月20日

デリカフーズ株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているデリカフーズ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、デリカフーズ株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

  

 
  

監 査 法 人 東 海 会 計 社

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  小  島  興  一  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  後  藤  久  貴  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月20日

デリカフーズ株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているデリカフーズ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第４期事業年度の中間会計期

間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、デリカフーズ株式会社の平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は関係会社からの受取配当金について計上区分を変更し

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

  

 
  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮     直  仁  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  金  井  克  夫  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月20日

デリカフーズ株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているデリカフーズ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第５期事業年度の

中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、デリカフーズ株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

  

 
  

監 査 法 人 東 海 会 計 社

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  小  島  興  一  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  後  藤  久  貴  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。
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